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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 9,796,452 8,436,971 8,582,746 18,441,928 16,975,255 

経常利益 (千円) 255,561 150,494 171,981 280,773 204,860 

中間(当期)純利益 (千円) 126,154 24,587 13,097 185,468 126,910 

純資産額 (千円) 2,000,470 2,184,138 2,193,186 2,164,406 2,218,981 

総資産額 (千円) 14,045,301 14,040,744 13,573,513 13,713,655 13,398,621 

１株当たり純資産額 (円) 95.24 104.02 104.48 103.06 105.69 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 6.01 1.17 0.62 8.83 6.04

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.2 15.6 16.2 15.8 16.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,163,998 473,314 556,240 1,176,593 579,122

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △48,649 △320,526 △271,620 △388,099 △499,100

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △426,902 336,588 232,020 △734,204 △367,810

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,587,511 2,442,729 2,182,205 1,953,354 1,665,564

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
551 
(863)

531
(855)

536
(854)

541 
(855)

536
(861)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純損益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 9,799,011 8,439,227 8,584,882 18,446,875 16,979,842 

経常利益 (千円) 246,013 160,081 192,623 265,432 238,209 

中間(当期)純利益 (千円) 128,611 34,276 3,711 189,271 135,409 

資本金 (千円) 1,051,974 1,051,974 1,051,974 1,051,974 1,051,974 

発行済株式総数 (千株) 21,039 21,039 21,039 21,039 21,039 

純資産額 (千円) 1,999,994 2,194,697 2,193,168 2,165,275 2,228,349 

総資産額 (千円) 14,217,679 14,183,976 13,742,510 13,848,418 13,532,101 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 14.1 15.5 16.0 15.6 16.5 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
525 
(772)

504
(770)

510
(779)

514 
(767)

509
(776)



２ 【事業の内容】 

当社グループは、日糧製パン株式会社(当社)及び子会社１社にて構成され、主たる事業として、パン・菓子、米

飯・惣菜類及びその他・食品類の製造・販売を行っております。なお、その他の事業として不動産の販売を行ってお

ります。 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ その他の事業として不動産の販売を行っておりますが、専任の担当者はおりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業部門等の名称 従業員数(名) 

パン・菓子部門 
510 
(779) 

米飯部門 
26 
(75) 

食品関連 計 
536 
(854) 

不動産 
― 
(―) 

合計 
536 
(854) 

従業員数(名) 
510 
(779) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国の経済は、好調な企業収益を背景とし、民間設備投資の増加や雇用情勢の改善などで個

人消費も緩やかに増加し、景気は堅調に推移してまいりました。しかしながら、北海道におきましては、個人消費

や観光は横ばいで推移し、依然として全国水準を下回る雇用や所得水準が続き、厳しい経済環境にありました。 

当業界におきましては、企業間の熾烈な価格競争による販売単価の低迷は依然として続き、売上高が伸び悩む

中、原油価格や穀物価格上昇の影響が収益を圧迫する状況が続くと同時に、食の安全・安心の確保がより一層求め

られる環境にありました。 

このような経営環境のもとで、当社グループは、今年度より「市場適合」と「変革」をキーワードとして、第２

次中期経営計画を推進しております。その柱として食品安全管理体制と、多様化する嗜好やさまざまな流通業態に

対応した商品開発体制を強化し、安全でかつ高品質な商品を提供することへ取組んでおります。また、商品・生産

ライン毎の収益管理、業務の効率化や諸経費削減を行い、売上高が伸び悩む環境でも収益力を維持していくための

体質づくりを推し進めてまいりました。 

食品安全への取組みとしては、月寒工場と釧路工場において、AIB（American Institute of Baking）の監査に合

格し、食品安全統合基準に基づく管理を継続するとともに、全工場での取組みを進め、異物混入防止対策と食品安

全衛生管理の強化を図ってまいりました。 

売上政策といたしましては、食パン「絹艶(きぬつや)」の製品ラインナップ強化と、コミュニケーション戦略の

推進、菓子パン「ラブラブサンド」シリーズの販売促進強化、また新製品の開発と積極的な市場への投入、「日糧i 

LOVE(アイラブ)パン食生活応援キャンペーン」、「‘朝食からはじまる’生活うるおいキャンペーン」を実施して

まいりました。収益改善策の一環として、５S(整理・整頓・清掃・清潔・しつけ)活動のステップアップと業務改善

活動の積み重ねによる効率化や、間接業務の合理化などを推し進めてまいりました。 

当中間期の連結業績につきましては、売上高8,582百万円(前年同期比1.7％増)、経常利益171百万円(前年同期比

14.3％増)と増収増益となりました。しかし中間純利益においては、連結子会社である株式会社ノースデリカに係る

固定資産について減損処理を行い、117百万円の減損損失を特別損失に計上した結果、中間純利益13百万円(前年同

期比46.7％減)となりました。 

  

各部門別の売上状況は、次のとおりであります。 

  

○パン部門(売上高5,164百万円、前年同期比1.4％増) 

中核ブランドである、食パン「絹艶(きぬつや)」は、９月に10枚入りを追加し、CMの放映とキャンペーンの実施

やレシピ紹介などのコミュニケーション戦略を強化し、維持拡大に注力いたしました。一方、お買い得食パンの単

価下落の影響で、食パン全体の売上高は伸び悩みました。菓子パンにつきましては、「ラブラブサンド」シリーズ

や季節に合った新製品を積極的に市場投入し、前年を大きく上回りました。また、その他パン(調理パン類)におき

ましては、既存商品のリニューアルなどを行いましたが低調でありました。 

パン部門全体といたしましては、菓子パンが大きく寄与し、前年を上回る結果となりました。 

  

○菓子部門(売上高2,058百万円、前年同期比6.0％増) 

和菓子におきましては、お盆やお彼岸向けの季節商品、串団子や焼菓子の新製品が好調でありました。洋菓子に

おきましては、「スリムロール」シリーズや「三角ケーキ」シリーズが好調に推移し、菓子部門全体では前年を上

回ることができました。 

  

○米飯部門(売上高896百万円、前年同期比8.6％減) 

新たな納入先の開拓、コンビニエンスストア向けの商品開発に注力いたしましたが、市場環境の変化や流通間の

競争激化などの影響で、前年を下回る結果となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 



当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、2,182百万円(前年度末1,665百万円、前中間

期末2,442百万円)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、556百万円の増加(前年同期間473百万円の増加)となりました。パン・菓

子部門の売上高の増加、売上原価の抑制等による収益改善の効果により、微増となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、271百万円の減少(前年同期間320百万円の減少)となりました。主に設備

投資による支出であります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、232百万円の増加(前年同期間336百万円の増加)となりました。借入金の

借入・返済の進捗によるものであります。 

  

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の通りであります。 
  

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー(中間期は２倍) 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は金融機関などからの借入金を対象とし

ております。 

  

  平成17年９月期 平成18年９月期 平成19年９月期
平成19年３月期

(ご参考) 

自己資本比率 14.2％ 15.6％ 16.2％ 16.6％ 

時価ベースの自己資本比率 17.7％ 20.8％ 17.0％ 21.3％ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 216.2％ 534.9％ 412.8％ 752.8％ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 24.9倍 11.9倍 13.9倍 7.0倍 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売基準価格(販売店に対する実質卸価格)によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループの製品は、特に鮮度が重要視されますので、製品ストックは持たず、販売店からの日々の注文によ

り生産しております。また生産開始は見込数で行い、最終的に生産数量の調整を行う受注方式であり、受注残はあ

りません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門等別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先として記載すべきものはありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は、行われておりません。 

  

事業部門の名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

パン・菓子部門 7,826,409 ＋2.6 

米飯部門 927,836 △7.5 

合計 8,754,246 ＋1.4 

事業部門等の名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

パン・菓子部門 7,223,177 ＋2.7 

米飯部門 896,785 △8.6 

その他 462,783 ＋9.9 

食品関連 計 8,582,746 ＋1.7 

不動産 ― ― 

合計 8,582,746 ＋1.7 



５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、常に消費者ニーズに合致した新製品の開発、既存品の品質改善に力を注

ぎ、それを支える研究開発活動を行っております。 

現在、パン・菓子部門においては、商品開発を含めた市場活動に関わる業務を専任担当する部門としてマーケティ

ング本部の中にマーケティング室と商品開発室を設置し、著しく変化する市場、消費者ニーズを幅広くリサーチし的

確に対応することで、消費者を取り巻く市場や、地域に密着した商品等にテーマを絞り商品開発活動を行っておりま

す。商品開発活動を支える研究開発部門として、食品安全管理本部がグループ全体の商品群について安全安心の観点

から、品質改善等に関する基礎的な検査・研究を担当し、パン菓子部門については、マーケティング室と商品開発室

が製造、営業の各部署と連携を図りながら新製品・新規商品の企画・試作等を共同担当し開発に当たっております。

一方、米飯部門では月寒工場の中に商品開発スタッフを置き、それぞれの商品特性に応じた研究開発を行っておりま

す。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、食品関連事業で66百万円であります。 

  

○パン・菓子部門 

パン・菓子部門においては、近年の状況として、消費者のライフスタイル、流通業態の変遷・多様化が進み、こ

れに伴う食生活スタイルのバラエティ化に対応する商品群が求められている中、それぞれのカテゴリー別に商品開

発を行っております。それを受け、食品安全管理本部では、一般的衛生管理プログラムを整備することにより製品

の安全性の確保を図るとともに、微生物対策等に関する調査・研究活動を行っております。また、商品開発室が製

造、営業の各部署と連携を図りながら試作開発を担当し、より一層の拡充に取り組んでおります。方向性を整理す

ると以下のとおりであります。 

(1)健康志向を含め多様化する食べられ方にマッチした食卓パン類の新商品開発及び既存商品の改良 

(2)消費者のニーズや食シーンにマッチした菓子パン類の新商品開発及び既存商品の改良 

(3)時代のニーズにマッチした和菓子・洋菓子類の新商品開発及び既存商品の改良 

  

○米飯部門 

米飯部門については、商品特性からお取引先とタイアップした商品開発を主としながら、商品の改良・品質改善

に注力しております。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 84,000,000 

計 84,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 21,039,480 21,039,480 札幌証券取引所
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 21,039,480 21,039,480 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 21,039 ― 1,051,974 ― ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三菱商事㈱ 東京都千代田区丸の内２－３－１ 2,831 13.46 

日糧取引先持株会 札幌市豊平区月寒東１条18－５－１ 1,931 9.18 

日清製粉㈱ 東京都千代田区神田錦町１－25 1,474 7.01 

オリエンタル酵母工業㈱ 東京都板橋区小豆沢３－６－10 1,194 5.68 

日糧従業員持株会 札幌市豊平区月寒東１条18－５－１ 1,073 5.10 

㈱ADEKA 東京都荒川区東尾久７－２－35 1,052 5.00 

㈱北洋銀行 札幌市中央区大通西３－11 1,038 4.94 

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 918 4.37 

相馬商事㈱ 函館市吉川町７－20 821 3.90 

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 735 3.49 

計 ― 13,071 62.13 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株(議決権10個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式673株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 48,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

20,787,000 
20,787 同上 

単元未満株式 
普通株式 

204,480 
― 同上 

発行済株式総数 21,039,480 ― ― 

総株主の議決権 ― 20,787 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日糧製パン㈱ 

札幌市豊平区月寒東 
１－18－５－１ 

48,000 ― 48,000 0.23

計 ― 48,000 ― 48,000 0.23 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 136 136 131 125 123 125 

低(円) 126 122 118 110 111 97 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸

表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     2,442,729     2,182,205     1,665,564  

２ 受取手形及び売掛金     1,744,577     1,876,922     1,965,063  

３ たな卸資産     467,409     409,459     429,622  

４ 繰延税金資産     126,906     164,519     159,142  

５ その他     96,667     105,199     94,786  

貸倒引当金     △47,585     △2,126     △14,998  

流動資産合計     4,830,705 34.4   4,736,180 34.9   4,299,182 32.1

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1,2                  

(1) 建物及び構築物   1,720,065     1,621,260     1,662,306    

(2) 機械装置 
  及び運搬具   1,517,969   1,441,465 1,622,627   

(3) 土地   4,737,683     4,737,683     4,737,683    

(4) その他   73,679     60,786     63,152    

有形固定資産合計     8,049,398 57.3   7,861,195 57.9   8,085,770 60.3

２ 無形固定資産                    

(1) その他   13,382     12,437     12,359    

無形固定資産合計     13,382 0.1   12,437 0.1   12,359 0.1

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   1,066,639     872,686     931,980    

(2) 長期貸付金   7,590     7,277     7,062    

(3) その他   141,869     155,919     127,180    

貸倒引当金   △68,842     △72,183     △64,915    

投資その他の資産 
合計    1,147,257 8.2 963,700 7.1   1,001,309 7.5

固定資産合計     9,210,038 65.6   8,837,333 65.1   9,099,438 67.9

資産合計     14,040,744 100.0   13,573,513 100.0   13,398,621 100.0



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金     2,085,696     2,139,720     2,102,568  

２ 短期借入金 ※２   2,200,000     1,850,000     1,900,000  

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 ※２  821,516 926,775   878,993 

４ 未払法人税等     16,445     14,835     25,570  

５ 賞与引当金     146,375     169,684     150,374  

６ その他     881,850     903,314     947,839  

流動負債合計     6,151,882 43.8   6,004,328 44.2   6,005,345 44.8

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※２   2,042,375     1,815,600     1,580,800  

２ 繰延税金負債     231,436     159,975     185,937  

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債    1,609,231 1,609,231   1,609,231 

４ 退職給付引当金     1,682,854     1,642,826     1,662,299  

５ 役員退職慰労引当金     ―     17,370     ―  

６ その他     138,825     130,995     136,025  

固定負債合計     5,704,722 40.6   5,375,998 39.6   5,174,293 38.6

負債合計     11,856,605 84.4   11,380,327 83.8   11,179,639 83.4

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,051,974     1,051,974     1,051,974  

２ 利益剰余金     △1,550,182     △1,434,761     △1,447,859  

３ 自己株式     △5,179     △6,041     △5,480  

株主資本合計     △503,387 △3.6   △388,829 △2.8   △401,365 △3.0

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金    341,710 236,199   274,531 

２ 土地再評価差額金     2,345,816     2,345,816     2,345,816  

評価・換算差額等 
合計    2,687,526 19.1 2,582,015 19.0   2,620,347 19.6

純資産合計     2,184,138 15.6   2,193,186 16.2   2,218,981 16.6

負債純資産合計     14,040,744 100.0   13,573,513 100.0   13,398,621 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     8,436,971 100.0   8,582,746 100.0   16,975,255 100.0

Ⅱ 売上原価     6,543,019 77.6   6,594,912 76.8   13,275,482 78.2

売上総利益     1,893,951 22.4   1,987,834 23.2   3,699,772 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１                  

１ 販売費   1,446,878     1,489,150     2,894,811    

２ 一般管理費   298,672 1,745,550 20.6 303,383 1,792,533 20.9 582,627 3,477,438 20.5

営業利益     148,400 1.8   195,300 2.3   222,333 1.3

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   176     1,378     1,201    

２ 受取配当金   6,531     5,986     10,407    

３ 賃貸収入   ―     2,026     6,881    

４ 保険金収入   15,158     168     15,298    

５ 子会社消費税等 
  免除益   6,679   ― 12,910   

６ その他   13,196 41,743 0.5 7,203 16,761 0.2 18,142 64,840 0.4

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   39,644     40,077     82,303    

２ その他   4 39,649 0.5 2 40,080 0.5 11 82,314 0.5

経常利益     150,494 1.8   171,981 2.0   204,860 1.2

Ⅵ 特別利益                    

１ 固定資産売却益 ※２ 498     2,163     1,086    

２ 投資有価証券売却益   ―     ―     78,055    

３ 貸倒引当金戻入額   ―     5,681     23,864    

４ 退職給付引当金 
  戻入額   ―   425 ―   

５ 会員権処分益   910 1,409 0.0 ― 8,270 0.1 13,900 116,906 0.7

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産売却損 ※３ 42     ―     1,409    

２ 固定資産除却損 ※４ 22,313     19,235     35,072    

３ 減損損失 ※５ ―     117,773     ―    

４ 投資有価証券評価損   48,418     595     73,716    

５ 投資有価証券清算損   ―     116     ―    

６ 役員退職慰労金   5,957     11,631     5,957    

７ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額   ―   16,170 ―   

８ 販売用不動産除却損   ―     ―     50,385    

９ 和解金   ―     ―     4,000    

10 会員権処分損   250 76,982 0.9 ― 165,522 1.9 250 170,791 1.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益    74,921 0.9 14,729 0.2   150,975 0.9

法人税、住民税 
及び事業税   6,721   7,009 12,688   

法人税等調整額   43,611 50,333 0.6 △5,377 1,632 0.0 11,375 24,064 0.2

中間(当期)純利益     24,587 0.3   13,097 0.2   126,910 0.7



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,574,770 △4,765 △527,561 346,151 2,345,816 2,691,967 2,164,406 

中間連結会計期間中の変動額                 

 中間純利益 ― 24,587 ― 24,587 ― ― ― 24,587 

 自己株式の取得 ― ― △413 △413 ― ― ― △413 

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額) 

― ― ― ― △4,441 ― △4,441 △4,441 

中間連結会計期間中の変動額

合計(千円) 
― 24,587 △413 24,174 △4,441 ― △4,441 19,732 

平成18年９月30日残高(千円) 1,051,974 △1,550,182 △5,179 △503,387 341,710 2,345,816 2,687,526 2,184,138 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,447,859 △5,480 △401,365 274,531 2,345,816 2,620,347 2,218,981 

中間連結会計期間中の変動額                 

 中間純利益 ― 13,097 ― 13,097 ― ― ― 13,097 

 自己株式の取得 ― ― △561 △561 ― ― ― △561 

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額 
 (純額) 

― ― ― ― △38,331 ― △38,331 △38,331 

中間連結会計期間中の変動額

合計(千円) 
― 13,097 △561 12,536 △38,331 ― △38,331 △25,795 

平成19年９月30日残高(千円) 1,051,974 △1,434,761 △6,041 △388,829 236,199 2,345,816 2,582,015 2,193,186 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,574,770 △4,765 △527,561 346,151 2,345,816 2,691,967 2,164,406 

連結会計年度中の変動額                 

 当期純利益 ― 126,910 ― 126,910 ― ― ― 126,910 

 自己株式の取得 ― ― △714 △714 ― ― ― △714 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額 
 (純額) 

― ― ― ― △71,620 ― △71,620 △71,620 

連結会計年度中の変動額合計

(千円) 
― 126,910 △714 126,196 △71,620 ― △71,620 54,575 

平成19年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,447,859 △5,480 △401,365 274,531 2,345,816 2,620,347 2,218,981 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間(当期)純利益   74,921 14,729 150,975 

減価償却費   245,839 248,163 519,305 

減損損失   ― 117,773 ― 

貸倒引当金の増減額(減少：△)   9,625 △5,604 △26,889 

賞与引当金の増減額(減少：△)   △19,324 19,310 △15,325 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   △29,184 △19,473 △49,739 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)   ― 17,370 ― 

投資有価証券評価損   48,418 595 73,716 

投資有価証券売却益   ― ― △78,055 

投資有価証券清算損   ― 116 ― 

会員権処分益   △910 ― △13,900 

会員権処分損   250 ― 250 

固定資産売却益   △498 △2,163 △1,086 

固定資産売却損   42 ― 1,409 

固定資産除却損   22,313 19,235 35,072 

販売用不動産除却損   ― ― 50,385 

受取利息及び受取配当金   △6,708 △7,364 △11,608 

支払利息   39,644 40,077 82,303 

売上債権の増減額(増加：△)   123,478 88,141 △97,007 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △14,627 20,162 23,159 

仕入債務の増減額(減少：△）   398 37,151 17,271 

未払消費税等の増減額(減少：△)   12,804 23,204 9,100 

その他   20,813 △8,184 7,552 

小計   527,296 603,242 676,889 

利息及び配当金の受取額   6,708 7,364 11,608 

利息の支払額   △41,447 △41,021 △86,298 

法人税等の支払額   △19,242 △13,344 △23,077 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  473,314 556,240 579,122

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       

固定資産の取得による支出   △315,255 △269,746 △586,173 

固定資産の売却による収入   952 4,850 2,538 

投資有価証券の取得による支出   △7,993 △6,094 △15,235 

投資有価証券の売却による収入   ― ― 81,979 

投資有価証券の清算による収入   ― 383 ― 

貸付による支出   △264 △2,038 △1,149 

貸付金の回収による収入   773 1,024 1,678 

その他   1,260 ― 17,262 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △320,526 △271,620 △499,100

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

短期借入金の純増減額(減少：△)   ― △50,000 △300,000 

長期借入による収入   700,000 700,000 700,000 

長期借入金の返済による支出   △362,998 △417,418 △767,096 

自己株式の取得による支出   △413 △561 △714 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  336,588 232,020 △367,810

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   489,375 516,640 △287,789 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,953,354 1,665,564 1,953,354 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   2,442,729 2,182,205 1,665,564 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(イ)連結子会社の数 １社 
主要な連結子会社は、
㈱ノースデリカであり
ます。 
連結子会社数は前連結
会計年度に㈱味車の清
算が結了したため、２
社から１社に減少して
おります。 

(イ)連結子会社の数 １社 
主要な連結子会社は、
㈱ノースデリカであり
ます。 
  

(イ)連結子会社の数 
連結子会社は、㈱ノー
スデリカ１社でありま
す。 
  

  (ロ)主要な非連結子会社の
名称等 
主要な非連結子会社 

㈱味彩、㈱北の国の
菓子工房 

(連結の範囲から除い
た理由) 
非連結子会社は、いず
れも小規模であり、合
計の総資産、売上高、
中間純損益(持分に見
合う額)及び利益剰余
金(持分に見合う額)等
は、いずれも中間連結
財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないため
であります。 

(ロ)主要な非連結子会社の
名称等 
主要な非連結子会社 

㈱味彩、㈱北の国の
菓子工房 

(連結の範囲から除い
た理由) 
同左 

(ロ)主要な非連結子会社の
名称等 
主要な非連結子会社 

㈱味彩、㈱北の国の
菓子工房 

(連結の範囲から除いた
理由) 
非連結子会社は、いず
れも小規模であり、合
計の総資産、売上高、
当期純損益(持分に見合
う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等
は、いずれも連結財務
諸表に重要な影響を及
ぼしていないためであ
ります。 

２ 持分法の適用に関
する事項 

(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会
社数 
該当事項ありません。 

(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会
社数 
同左 

(イ)持分法を適用した非連
結子会社数及び関連会
社数 
同左 

  (ロ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社のうち主要な会社の
名称等 
㈱味彩、㈱北の国の菓
子工房 
(持分法を適用しない
理由) 
持分法非適用会社は、
それぞれ中間純損益及
び利益剰余金等に及ぼ
す影響が軽微であり、
かつ全体としても重要
性がないため、持分法
の適用から除外してお
ります。 

(ロ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社のうち主要な会社の
名称等 
㈱味彩、㈱北の国の菓
子工房 
(持分法を適用しない
理由) 
同左 

(ロ)持分法を適用しない非
連結子会社及び関連会
社のうち主要な会社の
名称等 
㈱味彩、㈱北の国の菓
子工房 
(持分法を適用しない理
由) 
持分法非適用会社は、
それぞれ連結当期純損
益及び利益剰余金等に
及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても
重要性がないため、持
分法の適用から除外し
ております。 

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項 

連結子会社の中間決算日は
中間連結決算日と同一であ
ります。 

同左 連結子会社の事業年度は連
結決算日と同一でありま
す。 



  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関
する事項 

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
ａ 子会社及び関連会

社株式 
…移動平均法に基
づく原価法 

ｂ その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間決算末日の
市場価格等に基
づく時価法(評
価差額は全部純
資産直入法によ
り処理し、売却
原価は移動平均
法により算定) 

時価のないもの 
…移動平均法に基
づく原価法 

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
ａ 子会社及び関連会

社株式 
…同左 
  

ｂ その他有価証券 
時価のあるもの 
…同左 
  
  
  
  
  
  
  
時価のないもの 
…同左 

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
ａ 子会社及び関連会

社株式 
…同左 
  

ｂ その他有価証券 
時価のあるもの 
…決算期末日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部純資
産直入法により
処理し、売却原
価は移動平均法
により算定) 

時価のないもの 
…同左 

  ② たな卸資産 
ａ 商品 

…先入先出法に基
づく原価法 

ｂ 販売用不動産 
…個別法に基づく
原価法 

ｃ 製品 
…売価還元法に基
づく原価法 

ｄ 原材料、副材料、
仕掛品、貯蔵品 
…先入先出法に基
づく原価法 

② たな卸資産 
ａ 商品 

…同左 
  

ｂ 販売用不動産 
…同左 
  

ｃ 製品 
…同左 

  
ｄ 原材料、副材料、

仕掛品、貯蔵品 
…同左 

② たな卸資産 
ａ 商品 

…同左 
  

ｂ 販売用不動産 
…同左 

  
ｃ 製品 

…同左 
  

ｄ 原材料、副材料、
仕掛品、貯蔵品 
…同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
…定率法 

なお、耐用年数及
び残存価額につい
ては、法人税法に
規定する方法と同
一の基準によって
おります。 
但し、平成10年４
月１日以降に取得
した建物(建物附
属設備を除く)は
定額法 

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
…同左 

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
…同左 

  ② 無形固定資産 
…定額法 
なお、償却年数に
ついては、法人税
法に規定する方法
と同一の基準によ
っております。 
但し、自社利用の
ソフトウェアにつ
いては、社内にお
ける利用可能期間
(５年)に基づく定
額法 

② 無形固定資産 
…同左 

② 無形固定資産 
…同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
  債権の貸倒発生に備

えるため、回収不能
見込額を計上してお
ります。 

ａ 一般債権 
貸倒実績率法 

ｂ 貸倒懸念債権及び
破産更生債権 
財務内容評価法 

(ハ)重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
…同左 

(ハ)重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
…同左 

  ② 賞与引当金 
従業員の賞与の支払
に備えるため、支給
見込額に基づき計上
しております。 

② 賞与引当金 
…同左 

② 賞与引当金 
…同左 

  ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。 
数理計算上の差異に
ついては、各連結会
計年度の発生時にお
ける従業員の平均残
存勤務期間以内の一
定の年数(５年)によ
る按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計年
度より費用処理して
おります。 

③ 退職給付引当金 
…同左 

③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産に基づき、当
連結会計年度末にお
いて発生していると
認められる額を計上
しております。 
数理計算上の差異に
ついては、各連結会
計年度の発生時にお
ける従業員の平均残
存勤務期間以内の一
定の年数(５年)によ
る按分額をそれぞれ
発生の翌連結会計年
度より費用処理して
おります。 
  

  ④ ――――――――― 
  

④ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
役員退職慰労金内規
に基づく中間期末要
支給額を計上してお
ります。 

④ ――――――――― 
  

  (ニ)重要なリース取引の処
理方法 
リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっ
ております。 

(ニ)重要なリース取引の処
理方法 
…同左 

(ニ)重要なリース取引の処
理方法 
…同左 



  

  

会計方針の変更 
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ホ)その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項 

① 消費税等の会計処理 
税抜方式によってお
ります。 
なお、仮払消費税等
と仮受消費税等は相
殺のうえ、流動負債
の「その他」に含め
ております。 

(ホ)その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項 

① 消費税等の会計処理 
…同左 

(ホ)その他連結財務諸表作
成のための重要な事項 

  
① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費
税の会計処理は税抜
方式によっておりま
す。 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変
動について、僅少なリスク
しか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなってお
ります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は2,184,138千円であ

ります。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

―――――――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は2,218,981千円であ

ります。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間連結会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号)及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号)

を適用しております。 

―――――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当連結会計年度から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準第１号)及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準適用指針第２号)を適

用しております。 



  

  

表示方法の変更 
  

  
  
注記事項 
(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 
  

  

  

  

  

  

  

  
  

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  

―――――――――――――― (役員退職慰労引当金) 

当中間連結会計期間から、改正後の

「租税特別措置法上の準備金及び特

別法上の引当金又は準備金並びに役

員退職慰労引当金等に関する監査上

の取扱い」(日本公認会計士協会

平成19年４月13日 監査・保証実務

委員会報告第42号)を適用しており

ます。 

これにより、従来は支出時の費用と

して処理しておりました役員退職慰

労金について、当中間連結会計期間

より役員退職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更いたし

ました。 

この変更により、当中間連結会計期

間の役員退職慰労金発生額1,200千

円は販売費及び一般管理費へ、過年

度分相当額16,170千円は特別損失に

計上しております。 

この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常

利益は1,200千円、税金等調整前中

間純利益は17,370千円減少しており

ます。 

―――――――――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――――――― (中間連結損益計算書) 

「賃貸収入」は、前中間連結会計期

間まで営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりましたが、営業外

収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しました。なお、前中間

連結会計期間における「賃貸収入」

の金額は2,519千円であります。 

(連結損益計算書) 

「賃貸収入」は、前連結会計年度ま

で営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりましたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しました。なお、前連結会計

年度における「賃貸収入」の金額は

6,980千円であります。 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 減価償却累計額 

  有形固定資産 10,768,246千円 

※１ 減価償却累計額 

  有形固定資産 11,095,814千円 

※１ 減価償却累計額 

  有形固定資産 10,877,526千円 

     なお、減価償却累計額には減

損損失累計額が含まれておりま

す。 

  



  

  
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

＊うち工場財団分 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物及び 

構築物 
1,198,705千円

機械装置 

及び運搬具 
244,950 〃 

土地 4,392,264 〃 

計 5,835,921千円

長期借入金 2,863,891千円

短期借入金 2,200,000千円

計 5,063,891千円

建物及び 

構築物 
1,127,109千円

機械装置 

及び運搬具 
244,950 〃 

土地 4,176,358 〃 

計 5,548,418千円

長期借入金 2,668,141千円

短期借入金 2,200,000千円

計 4,868,141千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

＊うち工場財団分 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物及び 

構築物 
1,090,053千円

機械装置 

及び運搬具 
237,581 〃 

土地 4,392,264 〃 

計 5,719,899千円

長期借入金 2,742,375千円

短期借入金 1,850,000千円

計 4,592,375千円

建物及び 

構築物 
1,022,219千円

機械装置 

及び運搬具 
237,581 〃 

土地 4,176,358 〃 

計 5,436,159千円

長期借入金 2,565,450千円

短期借入金 1,850,000千円

計 4,415,450千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

＊うち工場財団分 

担保付債務 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物及び 

構築物 
1,154,351千円

機械装置 

及び運搬具 
225,627 〃 

土地 4,392,264 〃 

計 5,772,244千円

長期借入金 2,459,793千円

短期借入金 1,900,000千円

計 4,359,793千円

建物及び 

構築物 
1,084,693千円

機械装置 

及び運搬具 
225,627 〃 

土地 4,176,358 〃 

計 5,486,680千円

長期借入金 2,300,018千円

短期借入金 1,900,000千円

計 4,200,018千円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

   一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

販売奨励費 192,094千円

発送及び配送費 372,716 〃 

広告宣伝費 143,667 〃 

給料及び諸手当 322,941 〃 

賞与引当金 

繰入額 
40,670 〃 

退職給付費用 18,883 〃 

減価償却費 14,729 〃 

役員報酬 37,231千円

給料及び諸手当 102,135 〃 

賞与引当金 

繰入額 
22,048 〃 

退職給付費用 9,192 〃 

減価償却費 6,171 〃 

※１ 販売費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

   一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

販売奨励費 199,097千円

発送及び配送費 381,036 〃 

広告宣伝費 156,173 〃 

給料及び諸手当 354,170 〃 

賞与引当金 

繰入額 
52,364 〃 

退職給付費用 11,196 〃 

減価償却費 14,648 〃 

役員報酬 30,326千円

給料及び諸手当 110,942 〃 

賞与引当金 

繰入額 
24,635 〃 

退職給付費用 5,188 〃 

役員退職慰労 

引当金繰入額 
1,200 〃 

減価償却費 5,556 〃 

※１ 販売費のうち主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

   一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

販売奨励費 385,226千円

発送及び配送費 765,098 〃 

広告宣伝費 293,630 〃 

給料及び諸手当 688,227 〃 

賞与引当金 

繰入額 
42,387 〃 

退職給付費用 37,799 〃 

減価償却費 31,447 〃 

役員報酬 71,305千円

給料及び諸手当 229,944 〃 

賞与引当金 

繰入額 
21,697 〃 

退職給付費用 19,881 〃 

減価償却費 12,385 〃 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※２ 固定資産売却益の主な内訳は

次のとおりであります。 

機械装置及び 

運搬具 
498千円

※２ 固定資産売却益の主な内訳は

次のとおりであります。 

機械装置及び 

運搬具 
2,163千円

※２ 固定資産売却益の主な内訳は

次のとおりであります。 

機械装置及び 

運搬具 
1,086千円

※３ 固定資産売却損の主な内訳は

次のとおりであります。 

機械装置及び 

運搬具 
42千円

※３ ―――――――――――― ※３ 固定資産売却損の主な内訳は

次のとおりであります。 

機械装置及び 

運搬具 
1,409千円

※４ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 4,407千円

機械装置及び 

運搬具 
17,741 〃 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 6,719千円

機械装置及び 

運搬具 
12,287 〃 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は

次のとおりであります。 

建物及び構築物 4,448千円

機械装置及び 

運搬具 
30,424 〃 

※５ ―――――――――――― 

  

※５ 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上し

ました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円)

事業用

資産 

建物 

及び 

構築物

㈱ノース

デリカ

月寒工場

(札幌市

豊平区)

12,138 

機械 

装置 

及び 

運搬具

81,466 

建物 

及び 

構築物

㈱ノース

デリカ

函館工場

(北海道

函館市)

6,635 

機械 

装置 

及び 

運搬具

17,533 

計 117,773 

※５ ―――――――――――― 

  

    
（経緯） 

米飯部門を営む㈱ノースデリカ
は２期連続して営業損失を計上
し、早期の黒字化も不確実なこと
に伴い上記資産について帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、減損
損失117,773千円を特別損失に計
上いたしました。 

    
（グルーピングの方法） 

管理会計上の区分をキャッシ
ュ・フローを生み出す最小単位と
して捉え、その単位を基礎にグル
ーピングする方法を採用しており
ます。 

    
（回収可能価額の算定方法） 
正味売却価額により測定し、他

への転用や売却が困難であると予
想されるためにゼロ評価としてお
ります。 

 



  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,885株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 4,627株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 21,039,480 ― ― 21,039,480 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 38,883 2,885 ― 41,768 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 21,039,480 ― ― 21,039,480 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 44,046 4,627 ― 48,673 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 5,163株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 
  

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 21,039,480 ― ― 21,039,480 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 38,883 5,163 ― 44,046 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間
連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,442,729千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

―千円

現金及び現金同等物 2,442,729千円

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間
連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

(平成19年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 2,182,205千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

―千円

現金及び現金同等物 2,182,205千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,665,564千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

―千円

現金及び現金同等物 1,665,564千円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相
当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

234,920 120,473 114,446

その他 330,954 113,286 217,668

合計 565,875 233,759 332,115

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 

相当額 
(千円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

288,859 152,773 136,085

その他 348,194 151,225 196,969

合計 637,054 303,999 333,054

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置
及び 
運搬具 

233,953 135,389 98,563

その他 324,124 140,426 183,698

合計 558,078 275,815 282,262

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 103,678千円

１年超 224,256 〃 

合計 327,934千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 114,715千円

１年超 212,455 〃 

合計 327,170千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 97,408千円 

１年超 182,391 〃 

合計 279,800千円 
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 
支払リース料 57,283千円

減価償却費 
相当額 

55,321 〃 

支払利息 
相当額 

2,455 〃 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
支払リース料 62,393千円

減価償却費
相当額 

59,353 〃

支払利息
相当額 

2,666 〃

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及
び支払利息相当額 
支払リース料 94,724千円 
減価償却費
相当額 

91,111 〃 

支払利息
相当額 

4,436 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法
   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法は利息法に
よっております。 

(5) 利息相当額の算定方法
   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
   同左 

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

１年内 6,614千円

１年超 474 〃 

合計 7,088千円

２ オペレーティング・リース取引
  未経過リース料 

１年内 6,276千円

１年超 4,695 〃 

合計 10,971千円

２ オペレーティング・リース取引 
  未経過リース料 

１年内 6,070千円 

１年超 5,500 〃 

合計 11,570千円 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度

下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。なお、当中間連結会

計期間において、その他有価証券で時価のある株式について48,418千円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分   

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借

対照表計上額(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 ― ― ― 

(2) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 429,969 1,003,116 573,147 

② 債券 ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 429,969 1,003,116 573,147 

区分   

(1) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

① 非上場株式 43,523 

② その他 ― 

計 43,523 

(2) 子会社株式及び関連会社株式   

① 子会社株式 20,000 

② 関連会社株式 ― 

計 20,000 



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間において株式の減損処理を行い、減損処理後の金額を取得原価としております。また、当中間連結会計

期間に減損処理した金額は195千円であります。なお、減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％

以上下落している場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落している状態が２期連続(前中間期末及び当中間期

末)している場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

(注) 当中間連結会計期間において非上場株式の減損処理を行い、減損処理後の金額を中間連結貸借対照表計上額としておりま

す。また、当中間連結会計期間に減損処理した金額は400千円であります。 

  

区分   

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借

対照表計上額(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 ― ― ― 

(2) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間連結貸借
対照表計上額(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 413,887 810,063 396,175 

② 債券 ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 413,887 810,063 396,175 

区分   

(1) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 

① 非上場株式 42,623 

② その他 ― 

計 42,623 

(2) 子会社株式及び関連会社株式   

① 子会社株式 20,000 

② 関連会社株式 ― 

計 20,000 



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において株式の減損処理を行い、減損処理後の金額を取得原価としております。また、当連結会計年度に減

損処理した金額は73,716千円であります。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落

している場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落している状態が２期連続(前期末及び当期末)している場合に

は、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前へ     

区分   

(1) 満期保有目的の債券 
連結貸借対照表計上額

(千円) 
時価
(千円) 

差額 
(千円) 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 ― ― ― 

(2) その他有価証券 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 407,988 868,457 460,468 

② 債券 ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 407,988 868,457 460,468 

区分   

(1) その他有価証券 連結貸借対照表計上額(千円) 

① 非上場株式 43,523 

② その他 ― 

計 43,523 

(2) 子会社株式及び関連会社株式   

① 子会社株式 20,000 

② 関連会社株式 ― 

計 20,000 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める食品関連事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める食品関連事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める食品関連事業の割

合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間における、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店の売上高につい

ては該当事項がありませんので、その記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間における、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店の売上高につい

ては該当事項がありませんので、その記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度における、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店の売上高については

該当事項がありませんので、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間における海外売上高については該当事項がありませんので、その記載を省略しておりま

す。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間における海外売上高については該当事項がありませんので、その記載を省略しておりま

す。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度における海外売上高については該当事項がありませんので、その記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

  

(2) １株当たり中間(当期)純利益金額 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 104.02円 １株当たり純資産額 104.48円 １株当たり純資産額 105.69円

１株当たり中間純利益 1.17円 １株当たり中間純利益 0.62円 １株当たり当期純利益 6.04円

  
前中間連結会計期間末
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

純資産の部合計額(千円) 2,184,138 2,193,186 2,218,981 

普通株式に係る 
純資産額(千円) 

2,184,138 2,193,186 2,218,981 

普通株式の発行済 
株式数(千株) 

21,039 21,039 21,039 

普通株式の自己 
株式数(千株) 

41 48 44 

１株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式 
の数(千株) 

20,997 20,990 20,995 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 24,587 13,097 126,910 

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益(千円) 

24,587 13,097 126,910 

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

20,998 20,992 20,997 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     2,433,188     2,181,257     1,665,081  

２ 売掛金     1,744,979     1,877,249     1,965,474  

３ たな卸資産     462,087     406,530     421,859  

４ 繰延税金資産     127,197     164,600     159,255  

５ 短期貸付金     895     39,202     1,403  

６ 未収入金     167,580     154,936     184,859  

７ その他     76,492     83,920     40,196  

貸倒引当金     △48,282     △2,319     △15,268  

流動資産合計     4,964,138 35.0   4,905,377 35.7   4,422,862 32.7

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1,2                  

(1) 建物     1,596,097     1,512,620     1,542,234  

(2) 機械及び装置     1,406,494     1,441,465     1,520,612  

(3) 土地     4,737,683     4,737,683     4,737,683  

(4) その他     187,506     169,425     173,422  

計     7,927,782 55.9   7,861,195 57.2   7,973,952 58.9

２ 無形固定資産     13,382 0.1   12,437 0.1   12,359 0.1

３ 投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券     1,076,639     852,686     911,980  

(2) 長期貸付金     7,590     7,277     4,626  

(3) 賃貸減価償却資産 ※1,2   121,616     0     111,817  

(4) その他     149,669     175,719     192,416  

貸倒引当金     △76,842     △72,183     △97,915  

計     1,278,673 9.0   963,500 7.0   1,122,926 8.3

固定資産合計     9,219,838 65.0   8,837,133 64.3   9,109,238 67.3

資産合計     14,183,976 100.0   13,742,510 100.0   13,532,101 100.0



  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形     821,389     817,641     789,077  

２ 買掛金     1,421,479     1,467,090     1,462,180  

３ 短期借入金 ※２   2,200,000     1,850,000     1,900,000  

４ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 ※２  821,516 926,775   878,993 

５ 未払法人税等     15,235     14,735     25,370  

６ 未払消費税等     37,993     50,831     34,289  

７ 賞与引当金     139,539     162,093     142,392  

８ その他     827,404     831,175     897,154  

流動負債合計     6,284,556 44.3   6,120,343 44.5   6,129,457 45.3

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※２   2,042,375     1,815,600     1,580,800  

２ 繰延税金負債     231,436     159,975     185,937  

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債    1,609,231 1,609,231   1,609,231 

４ 退職給付引当金     1,682,854     1,642,826     1,662,299  

５ 役員退職慰労引当金     ―     17,370     ―  

６ 関係会社損失引当金     ―     53,000     ―  

７ その他     138,825     130,995     136,025  

固定負債合計     5,704,722 40.2   5,428,998 39.5   5,174,293 38.2

負債合計     11,989,279 84.5   11,549,342 84.0   11,303,751 83.5

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,051,974 7.4   1,051,974 7.7   1,051,974 7.7

２ 利益剰余金                    

(1) その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   △1,539,623     △1,434,779     △1,438,491    

利益剰余金合計     △1,539,623 △10.9   △1,434,779 △10.5   △1,438,491 △10.6

３ 自己株式     △5,179 △0.0   △6,041 △0.0   △5,480 △0.0

株主資本合計     △492,828 △3.5   △388,847 △2.8   △391,997 △2.9

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金    341,710 236,199   274,531 

２ 土地再評価差額金     2,345,816     2,345,816     2,345,816  

評価・換算差額等 
合計    2,687,526 19.0 2,582,015 18.8   2,620,347 19.4

純資産合計     2,194,697 15.5   2,193,168 16.0   2,228,349 16.5

負債純資産合計     14,183,976 100.0   13,742,510 100.0   13,532,101 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     8,439,227 100.0   8,584,882 100.0   16,979,842 100.0

Ⅱ 売上原価     6,529,585 77.4   6,584,851 76.7   13,241,598 78.0

売上総利益     1,909,642 22.6

 

2,000,030 23.3   3,738,243 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,744,665 20.7 1,784,899 20.8   3,467,646 20.4

営業利益     164,977 1.9   215,131 2.5   270,597 1.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   49,731 0.6   30,961 0.4   80,377 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   54,627 0.6   53,469 0.6   112,765 0.7

経常利益     160,081 1.9   192,623 2.3

  
238,209 1.4

Ⅵ 特別利益 ※３   1,409 0.0   41,270 0.5 93,042 0.5

Ⅶ 特別損失 ※4,5   76,982 0.9   228,522 2.7   170,791 1.0

税引前中間(当期) 
純利益    84,508 1.0 5,371 0.1   160,459 0.9

法人税、住民税 
及び事業税   6,621   7,005 13,498   

法人税等調整額   43,610 50,231 0.6 △5,345 1,660 0.0 11,552 25,050 0.1

中間(当期)純利益     34,276 0.4   3,711 0.1   135,409 0.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,573,900 △1,573,900 △4,765 △526,691 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益 ― 34,276 34,276 ― 34,276 

 自己株式の取得 ― ― ― △413 △413 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― 34,276 34,276 △413 33,863 

平成18年９月30日残高(千円) 1,051,974 △1,539,623 △1,539,623 △5,179 △492,828 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 346,151 2,345,816 2,691,967 2,165,275 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益 ― ― ― 34,276 

 自己株式の取得 ― ― ― △413 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △4,441 ― △4,441 △4,441 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △4,441 ― △4,441 29,421 

平成18年９月30日残高(千円) 341,710 2,345,816 2,687,526 2,194,697 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,438,491 △1,438,491 △5,480 △391,997 

中間会計期間中の変動額           

 中間純利益 ― 3,711 3,711 ― 3,711 

 自己株式の取得 ― ― ― △561 △561 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― 3,711 3,711 △561 3,150 

平成19年９月30日残高(千円) 1,051,974 △1,434,779 △1,434,779 △6,041 △388,847 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(千円) 274,531 2,345,816 2,620,347 2,228,349 

中間会計期間中の変動額         

 中間純利益 ― ― ― 3,711 

 自己株式の取得 ― ― ― △561 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △38,331 ― △38,331 △38,331 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △38,331 ― △38,331 △35,181 

平成19年９月30日残高(千円) 236,199 2,345,816 2,582,015 2,193,168 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,573,900 △1,573,900 △4,765 △526,691 

事業年度中の変動額           

 当期純利益 ― 135,409 135,409 ― 135,409 

 自己株式の取得 ― ― ― △714 △714 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 
(千円) ― 135,409 135,409 △714 134,694 

平成19年３月31日残高(千円) 1,051,974 △1,438,491 △1,438,491 △5,480 △391,997 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 

  

その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 346,151 2,345,816 2,691,967 2,165,275 

事業年度中の変動額         

 当期純利益 ― ― ― 135,409 

 自己株式の取得 ― ― ― △714 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △71,620 ― △71,620 △71,620 

事業年度中の変動額合計 
(千円) △71,620 ― △71,620 63,074 

平成19年３月31日残高(千円) 274,531 2,345,816 2,620,347 2,228,349 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
ａ 子会社及び関連会社

株式 
…移動平均法に基づ
く原価法 

ｂ その他有価証券 
時価のあるもの 
…中間決算末日の市
場価格等に基づく
時価法 

 (評価差額は全部純
資産直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定) 

(1) 有価証券
ａ 子会社及び関連会社

株式 
…同左 

  
ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 
…同左 
  

(1) 有価証券 
ａ 子会社及び関連会社

株式 
…同左 
  

ｂ その他有価証券 
時価のあるもの 
…決算期末日の市場
価格等に基づく時
価法 

 (評価差額は全部純
資産直入法により
処理し売却原価は
移動平均法により
算定) 

  時価のないもの 
…移動平均法に基づ
く原価法 

時価のないもの
…同左 

時価のないもの 
…同左 

  (2) たな卸資産 
商品 
…先入先出法に基づ
く原価法 

販売用不動産 
…個別法に基づく原
価法 

製品 
…売価還元法に基づ
く原価法 

原材料、副材料、仕
掛品、貯蔵品 
…先入先出法に基づ
く原価法 

(2) たな卸資産
商品 
…同左 
  
販売用不動産 
…同左 
  
製品 
…同左 
  
原材料、副材料、仕
掛品、貯蔵品 
…同左 

(2) たな卸資産 
商品 
…同左 
  
販売用不動産 
…同左 
  
製品 
…同左 
  
原材料、副材料、仕
掛品、貯蔵品 
…同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法 
なお、耐用年数及び残
存価額については、法
人税法に規定する方法
と同一の基準によって
おります。 
但し、平成10年４月１
日以降取得した建物(建
物附属設備は除く)は定
額法 

(1) 有形固定資産
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
定額法 
なお、償却年数につい
ては、法人税法に規定
する方法と同一の基準
によっております。 
但し、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法 

(2) 無形固定資産
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 



  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 投資その他の資産 
賃貸減価償却資産 
定率法 
なお、耐用年数及び残
存価額については、法
人税法に規定する方法
と同一の基準によって
おります。 
但し、平成10年４月１
日以降取得した建物(建
物附属設備は除く)は定
額法 

(3) 投資その他の資産
賃貸減価償却資産 
同左 

(3) 投資その他の資産 
賃貸減価償却資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒発生に備え
るため、回収不能見込
額を計上しておりま
す。 
一般債権 

…貸倒実績率法 
貸倒懸念債権 
及び破産更生債権 
…財務内容評価法 

(1) 貸倒引当金
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支払に
備えるため、支給見込
額に基づき計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 
数理計算上の差異につ
いては、各期の発生時
における従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(５年)による
按分額をそれぞれ発生
の翌期より費用処理し
ております。 

(3) 退職給付引当金
同左 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び
年金資産に基づき、当
期末において発生して
いると認められる額を
計上しております。 
数理計算上の差異につ
いては、各期の発生時
における従業員の平均
残存勤務期間以内の一
定の年数(５年)による
按分額をそれぞれ発生
の翌期より費用処理し
ております。 

  (4) ――――――――― 
  

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、役員
退職慰労金内規に基づ
く中間期末要支給額を
計上しております。 

(4) ――――――――― 
  

  (5) ――――――――― 
  

(5) 関係会社損失引当金
関係会社の事業に係る
損失に備えるため、当
該関係会社の財政状態
を勘案して当社が負担
することになる損失見
込額を計上しておりま
す。 

(5) ――――――――― 
  

４ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左



  

  
  

会計方針の変更 

  

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっており
ます。 
なお、仮払消費税等と
仮受消費税等は相殺の
うえ、流動負債の「未
払消費税等」に含めて
おります。 

(1) 消費税等の会計処理
同左 

(1) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税
の会計処理は、税抜方
式によっております。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は2,194,697千円であ

ります。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 
  

―――――――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は2,228,349千円であ

ります。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。 

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当中間会計期間から、改正後の「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準第１号)及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準適用指針第２号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

―――――――――――――― 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

当事業年度から、改正後の「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準第１号)及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号)を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。 



  

  

注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――――――― (役員退職慰労引当金) 

当中間会計期間から、改正後の「租

税特別措置法上の準備金及び特別法

上の引当金又は準備金並びに役員退

職慰労引当金等に関する監査上の取

扱い」(日本公認会計士協会 平成

19年４月13日 監査・保証実務委員

会報告第42号)を適用しておりま

す。 

これにより、従来は支出時の費用と

して処理しておりました役員退職慰

労金について、当中間会計期間より

役員退職慰労金内規に基づく中間期

末要支給額を役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更いたしまし

た。 

この変更により、当中間会計期間の

役員退職慰労金発生額1,200千円は

販売費及び一般管理費へ、過年度分

相当額16,170千円は特別損失に計上

しております。 

この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常

利益は1,200千円、税引前中間純利

益は17,370千円減少しております。 

―――――――――――――― 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 減価償却累計額 

有形固定資産 10,484,275千円
賃貸減価償却 
資産 

283,970 〃 

※１ 減価償却累計額 

有形固定資産 10,687,679千円
賃貸減価償却
資産 

408,134 〃

※１ 減価償却累計額 

有形固定資産 10,579,205千円
賃貸減価償却 
資産 

298,321 〃 

     なお、減価償却累計額には減

損損失累計額が含まれておりま

す。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次の
とおりであります。 

(イ)担保物件 

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 71,596千円

土地 215,906 〃 

計 287,503千円

長期借入金 195,750千円

    

計 195,750千円

※２ 担保資産及び担保付債務
担保に供している資産は次の
とおりであります。 

(イ)担保物件 

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 67,833千円

土地 215,906 〃 

計 283,740千円

長期借入金 176,925千円

    

計 176,925千円

※２ 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次の
とおりであります。 

(イ)担保物件 

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 69,658千円

土地 215,906 〃 

計 285,564千円

長期借入金 159,775千円

    

計 159,775千円



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

(ロ)工場財団 

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 1,083,458千円

機械及び装置 240,048 〃 

土地 4,176,358 〃 

その他の 
有形固定資産 

32,263 〃 

賃貸減価償却 
資産 

16,289 〃 

計 5,548,418千円

    

長期借入金 2,668,141千円

短期借入金 2,200,000千円

計 4,868,141千円

(ロ)工場財団

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 992,705千円

機械及び装置 237,581 〃 

土地 4,176,358 〃 

その他の
有形固定資産 

29,514 〃

賃貸減価償却
資産 

0 〃

計 5,436,159千円

    

長期借入金 2,565,450千円

短期借入金 1,850,000千円

計 4,415,450千円

(ロ)工場財団

担保付債務は次のとおりであり
ます。 

(１年以内返済予定分を含む) 

建物 1,043,509千円

機械及び装置 221,045 〃 

土地 4,176,358 〃 

その他の
有形固定資産 

30,633 〃 

賃貸減価償却 
資産 

15,133 〃 

計 5,486,680千円

    

長期借入金 2,300,018千円

短期借入金 1,900,000千円

計 4,200,018千円

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

賃貸収入 17,288千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

賃貸収入 15,991千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

賃貸収入 36,726千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 39,644千円

賃貸減価償却費 14,978千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 40,077千円

賃貸減価償却費 13,389千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 82,303千円

賃貸減価償却費 30,451千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

(主な内訳) 

固定資産売却益 498千円

その他売却益 498千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

(主な内訳) 

固定資産売却益 2,163千円

その他売却益 2,163千円

  
貸倒引当金
戻入額 

38,681千円

  

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券 
売却益 

78,055千円

会員権処分益 13,900千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

(主な内訳) 

固定資産除却損 22,313千円

建物除却損 4,079千円

機械及び装置 
除却損 

17,130 〃

   
投資有価証券 
評価損 

48,418千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

(主な内訳) 

固定資産除却損 19,235千円

建物除却損 6,719千円

機械及び装置
除却損 

11,082 〃

  

減損損失 117,773千円
  
役員退職慰労金 11,631千円

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

16,170千円

関係会社株式
評価損 

10,000千円

関係会社損失
引当金繰入額 

53,000千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

(主な内訳) 

固定資産除却損 35,072千円

建物除却損 4,119千円

機械及び装置 
除却損 

29,430 〃 

  
投資有価証券 
評価損 

73,716千円

 
販売用不動産 
除却損 

50,385千円



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※５ ―――――――――――― 

  

※５ 減損損失 

  当社は、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

賃貸用

資産 

賃貸減

価償却

資産 

(建物)

㈱ノース

デリカ 

月寒工場

(札幌市

豊平区)

12,138 

賃貸減

価償却

資産 

(機械及

び装置)

81,466 

建物 
㈱ノース

デリカ 

函館工場

(北海道

函館市)

6,635 

賃貸減

価償却

資産 

(機械及

び装置)

17,533 

計 117,773 

※５ ―――――――――――― 

  

    
（経緯） 

米飯部門を営む㈱ノースデリカ
は２期連続して営業損失を計上
し、早期の黒字化も不確実なこと
に伴い上記資産については将来キ
ャッシュ・フローによって当該資
産の帳簿価額を全額回収できる可
能性が低いと判断しました。よっ
て、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、減損損失117,773千円を
特別損失に計上いたしました。 

    
（グルーピングの方法） 

管理会計上の区分をキャッシ
ュ・フローを生み出す最小単位と
して捉え、その単位を基礎にグル
ーピングする方法を採用しており
ます。 

    
（回収可能価額の算定方法） 
正味売却価額により測定し、他

への転用や売却が困難であると予
想されるためにゼロ評価としてお
ります。 

 

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 230,173千円

無形固定資産 1,771 〃 

賃貸減価償却 
資産 

13,895 〃

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 234,046千円

無形固定資産 1,721 〃 

賃貸減価償却
資産 

12,396 〃

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 487,592千円

無形固定資産 3,466 〃 

賃貸減価償却 
資産 

28,246 〃 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 2,885株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 4,627株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 5,163株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 38,883 2,885 ― 41,768 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 44,046 4,627 ― 48,673 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 38,883 5,163 ― 44,046 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 2,478 454 2,023

その他 563,397 233,305 330,091

合計 565,875 233,759 332,115

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 

相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 2,478 949 1,528

その他 634,576 303,049 331,526

合計 637,054 303,999 333,054

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 2,478 702 1,775

その他 555,600 275,113 280,486

合計 558,078 275,815 282,262

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 103,678千円

１年超 224,256 〃 

合計 327,934千円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 114,715千円

１年超 212,455 〃 

合計 327,170千円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 97,408千円

１年超 182,391 〃 

合計 279,800千円

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 57,283千円

減価償却費 
相当額 

55,321 〃 

支払利息 
相当額 

2,455 〃 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 62,393千円

減価償却費
相当額 

59,353 〃

支払利息
相当額 

2,666 〃

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 94,724千円

減価償却費
相当額 

91,111 〃 

支払利息
相当額 

4,436 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法は利息法によっておりま

す。 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 6,614千円

１年超 474 〃 

合計 7,088千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 6,276千円

１年超 4,695 〃 

合計 10,971千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 6,070千円

１年超 5,500 〃 

合計 11,570千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第73期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月29日北海道財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

  訂正報告書(上記(1)有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年８月27日北海道財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月７日

日糧製パン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日糧製

パン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日糧製パン株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  山  谷  隆  史  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

日糧製パン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日糧製パン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日糧製パン株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  大  石  一  良  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月７日

日糧製パン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日糧製

パン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日糧製パン株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  山  谷  隆  史  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月７日

日糧製パン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日糧製パン株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第74期事業年度の中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日糧製パン株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  大  石  一  良  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  北  澤  元  宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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